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目指す姿 

●想定される災害への備えができており、市民の生命、身体及び財産が守られています。また、防

災意識の高まりとともに、地域における支え合いの精神が根付いており、災害に対する不安や

心配がなく、穏やかに日常生活を送っています。 

 

成果指標の達成状況 

指標名 

実績値 目標値 

計画 

策定時 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2027 

年度 

防災訓練実施団体数 359団体 376団体 369団体   380団体 

市が所管する避難所における 

マンホールトイレ★１の設置箇 

所数 

4箇所 19箇所 27箇所   24箇所 

公共下水道ポンプ場の耐水化 

進捗率 
－ 0％ 25％   75% 

★１ 下水道管路に接続する排水管上部のマンホールに便器を設置し、下流側の貯留槽に、し尿をため込む機能を有

する設備で、下水道本管や下水処理施設が被災した場合でも、一定期間水洗トイレと同様の環境で使用するこ

とができるもの。 

 

施策の推進に向けた主な取組の「成果」 

・総合防災訓練では、防災関係機関が連携した地震対応訓練と市民参加型の消防・防災フェアを

実施しました。また、各種ハザードマップを用いたマイ・タイムラインの普及啓発を行うとと

もに、津波浸水想定区域での避難訓練を実施したほか、地域、企業、学校等における実践的な防

災訓練の支援を行いました。 

・避難者の多様な食のニーズや即時性に対応するため、長期保存食の品目数の確保を念頭に備蓄

を進めました。また、民間と連携した災害時の物流機能や物資調達の実効性を高める取組を進

めました。 

・防災行政無線の新設やスピーカーの高性能化等を進め、災害情報伝達体制を強化しました。 

・鷹匠橋の耐震補強工事を完了したほか、豊田２号橋と二ツ橋の耐震補強工事を着手しました。

また、緊急輸送道路に指定されている国道１２９号に埋設された公共下水道管路の耐震化を進
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災害に強いまちづくりを推進する 



めました。 

・「平塚市総合浸水対策第３次実施計画」に定めた重点対策地区である田村地区において、排水ゲ

ートの改修を行いました。また、令和６年台風第１０号に伴う大雨により、浸水被害が発生し

た地区に対し、雨水管渠の整備や雨水桝の増設、グレーチング蓋を改修したほか、公共下水道

ポンプ場の耐水化工事を行うとともに、工事不要で設置できる簡易止水板等の購入費の一部を

補助し、市民の自助による浸水対策を支援しました。 

・住宅耐震相談会を開催するとともに、耐震改修工事の補助限度額の引上げに伴う戸別通知を発

送し、建物の耐震化に関する補助制度の普及啓発を行いました。また、当該補助限度額の引上

げにより、補助制度の更なる利用を促進しました。 

 

施策を推進する上での「課題（・）」と、課題解決を図るための「取組方針（⇒）」 

・防災・減災に向けた事前の備えや避難行動につながるよう、幅広い世代の防災意識の向上を図

る必要があります。 

⇒各地域の特性・実情に応じた防災訓練の提案、訓練支援等の働きかけを行い、地域リスクに応

じた地域防災力の向上を図ります。 

・避難所における要配慮者への対応等を踏まえ、多様な避難者を想定した備蓄を進める必要があ

ります。 

⇒発災直後、応急的に必要となる物資の備蓄や、企業、団体等との物資等調達協定による流通備

蓄の拡充を進めるほか、家庭内備蓄の普及啓発に取り組みます。また、避難所におけるマンホ

ールトイレの設置を着実に進めます。 

・大規模地震によるインフラの被害を最小限に抑える必要があります。 

⇒「平塚市橋りょう耐震化計画」及び「平塚市下水道施設耐震長寿命化計画」に基づき、インフ

ラの耐震化を計画的に進めます。 

・近年頻発する局所的な集中豪雨や台風などによる浸水被害を最小限に抑える必要があります。 

⇒「平塚市総合浸水対策第３次実施計画」に基づき、国及び県が実施する河川整備などと連携し

ながら、自助・共助・公助を組み合わせた総合的な浸水対策を進めます。 

・大規模地震による住居等の被害を最小限に抑える必要があります。 

⇒「平塚市耐震改修促進計画（第３期計画）」に基づき、建物の耐震化の必要性等に関する周知を

強化するとともに、建物の耐震化に関する補助制度を継続し、旧耐震基準による建物の耐震化

を促進します。 

・災害情報について、市内にいる誰もが迅速かつ確実に受け取れる体制をつくる必要があります。 

⇒防災行政無線による音声放送を補完するため、各種媒体による情報発信を継続して実施し、さ

らなる機能や体制の強化を図ります。 

 

関連事業 

災害対策本部対応力強化事業、防災訓練強化事業、災害用備蓄拡充事業、地震・津波防災対策事

業、風水害対策事業、災害情報伝達事業、再生可能エネルギー等の利活用による非常用電源確保

事業、橋りょう震災対策事業、公共下水道管路地震対策事業、建物の耐震性向上促進事業、公共

下水道整備事業、浸水対策支援事業 

 


